
 

1
国内経済動向分析及び情報発信等（国内の経済動
向の分析）

　迅速かつ効率的な情報収集に努め、定期的な閣僚会議等への調
査分析結果を報告するなど、時々の経済情勢や各方面からのニー
ズに応じ、質の高い調査分析結果を提供すること。

　調査分析結果の活用状況やその水準について、第三者の意見や
専門的見地からの助言を聴取するなど、外部評価の収集に努める
とともに、これらを次回以降の分析に活用すること

　調査分析結果の活用状況やその質的水準
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2
国内の経済動向に係る産業及び地域経済の分析
（景気ウォッチャー調査）

　他の地域別経済統計では困難である地域経済動向の早期把握、
きめ細かな情報の収集により、迅速かつ適切な景気判断に資する。

＜達成目標＞
・調査期間終了後６営業日で調査結果を公表する。
・90％近い回答率を維持する。
・身の回りの出来事に関し寄せてもらうコメントについて、より適切で
定性的な情報収集に努める。

　シンクタンクやウォッチャーとの密なコミュニケーションにより、高い
回答率を維持するとともに、質の高いコメントを増やす努力を継続す
る。

　景気ウォッチャー調査研究会等の場において、同調査の判断理由
（単価の動き、お客様の様子等）の変化や、コメント中に頻繁に現れ
る用語と景気の局面との関係についての分析・検討を行い、より適
切で定性的な情報の収集結果の評価を行う。
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3 海外経済動向調査（海外の経済動向の分析）

　市販のデータベースの活用等により、迅速かつ効率的な情報収集
に努め、これを基に「月例経済報告」「世界経済の潮流」の作成や定
期的な閣僚会議等への調査分析結果の報告のみならず、時々の経
済情勢や各方面からのニーズに応じ、質の高い調査分析結果を提
供すること。

　第三者の意見や専門的見地からの助言を聴取するなど、外部評
価の収集に努めるとともに、これらを次回以降の分析に活用するこ
と。

　調査分析結果の活用状況やその質的水準。
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4
対日直接投資に関する国民理解の増進及び海外広
報の推進

　地方対日投資会議、海外シンポジウム、セミナー、新聞広告等を
利用した効果的な広報活動の実施

・地方対日投資会議の開催
・海外シンポジウム、セミナーの開催
・テレビ番組、新聞広告等を利用した広報活動
・ウェブサイトを利用した情報発信、情報収集

・地方対日投資会議実施件数
・海外シンポジウム、セミナー等の開催回数
・テレビ番組、新聞広告等の広報活動の実施状況
・ ホームページへのアクセス状況
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5
市場開放問題、政府調達に係る苦情処理を通じた市
場アクセスの改善

・適切かつ迅速な苦情処理
・苦情解決比率（累計値）の高水準確保
・ＯＴＯ体制活用に関する普及啓発

・関係省庁間の連絡調整の円滑化を図り、苦情の受付及び処理の
状況の迅速な取りまとめを行う。
・各種報告書について、苦情の内容、処理に当たっての考え方を明
確にし、分かりやすい形で公表する

・苦情解決比率
・輸入促進的な苦情処理が行われた件数
・ホームページへのアクセス状況
・ＯＴＯ関連冊子の発行部数 14

6
公共料金分野における規制影響分析の取組の推進
（物価関連施策の推進）

・公共料金分野における規制影響分析ガイドラインの改良に向けた
取組
・本ガイドラインの改良への取組に関する情報公開の推進

・物価安定政策会議等の会議の開催
・物価安定政策会議等の議事録等の公開

・物価安定政策会議等の会議の開催状況
・物価安定政策会議等の議事録等の公開状況
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7
経済活動及び社会活動についての経済理論その他
これに類する理論を用いた研究の推進

・当該研究に関する論文集の作成、公表（インターネット等）
・「国際共同研究プロジェクト研究報告会」の開催

　少子高齢社会における持続的成長戦略の企画立案等に資するべ
く課題を設定し、それぞれの課題に対して最も有効な解を導き得ると
思われる機関・グループ複数の参画を得て、各テーマの問題意識、
政策企画立案へのインプリケーションが明確となるよう研究を実施
し、報告書をとりまとめる。
　また、「国際共同研究プロジェクト研究報告会」を実施し、研究論文
の報告とそれに基づく研究者間の議論を行う。さらに、一般向けの
関連企画を併せて行うことでより情報発信機能を高めるという観点
から、国際フォーラムを開催する。

　以下2点を参考指標として達成度合いを評価
　・ 論文集の作成、公表（インターネット等）の状況
　・ 「国際共同研究プロジェクト研究報告会」及び関連の国際フォー
ラムの参加者数
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成果目標の達成度合いの
事後的な評価方法

平成19年度予算（案）における成果目標（内閣府）

施　　　　　策　　　　　名
１9年度予算額
（百万円）

成　　　果　　　目　　　標 成果目標を達成するための手段Ｎｏ．



 

成果目標の達成度合いの
事後的な評価方法

施　　　　　策　　　　　名
１9年度予算額
（百万円）

成　　　果　　　目　　　標 成果目標を達成するための手段Ｎｏ．

8 防災に関する普及・啓発政策

・防災週間のみならず、学校内外における防災教育、社会教育施設
を活用した防災教育など対象別のきめ細かい意識啓発事業の実施
による、地域全体において防災に対する平時の備えや災害時にとる
べき行動の知識の普及、地域の総合的な防災力の向上。
・事業継続計画（BCP）策定の普及等による防災活動の強化と早期
の社会的・経済的復興の促進、民間企業の防災への取組の推進、
事業者、地域住民、NPOなどが主体となった災害に強いまちづくりの
取組促進、ボランティアの善意が最大限発揮できるような災害ボラン
ティア活動の環境整備などの地域・企業の防災力向上。
・国の防災担当職員の人材育成の充実、災害応急対策の現状につ
いての調査・分析に基づく所要の検討などによる災害発生時におけ
る災害対応の強化及び実践的な対応能力の向上。
・市町村を中心とした災害時要援護者の避難支援体制の整備・充
実。

・防災フェア等の防災週間を中心とした国民的な事業の継続、国民
運動の基本方針に則る年間を通じた各種普及・啓発事業の展開に
加え、地域における国民運動推進母体づくりのモデル事業、リスク
認識を促す災害履歴の利用促進事業を実施する。
・地域・企業における防災への取組の推進策、企業の防災の取組な
どを評価するための手法、災害発生時における企業間の協力方
法、防災まちづくり活動支援策等について検討する。
・防災ボランティア活動に対する国民の関心を高め、理解を広めると
ともに、関係者との「防災ボランティア活動検討会」を通じて防災ボラ
ンティア活動の環境整備を行う。
・国の防災担当職員の人事育成のために毎年合同研修を行う。ま
た、国の防災担当職員の防災対応能力の向上に資するような訓練・
研修ソフト開発のための調査を行う。
・災害時要援護者の避難支援対策に係る普及啓発ビデオの作成や
シンポジウムの開催により市町村等における取組の更なる促進を図
る。

・防災週間・防災教育等の意識啓発については、防災フェアの参加
者数・参加者アンケート調査、ポスターコンクールの応募者数などの
要素を評価の参考にしつつ施策の実施または普及状況により評価
を行う。
・BCPの策定状況については、東海地震、東南海・南海地震（平成
17年３月）や首都直下地震（平成18年４月）の「地震防災戦略」（中
央防災会議決定）に示された数値目標の達成状況において評価を
行う。
・災害時のボランティアの数、ボランティアセンター設置状況などか
らボランティア活動の広がりや定着度等を把握する。
・国、地方公共団体等における防災担当職員を対象とした研修や実
践的訓練実施件数を増加させ、政府図上訓練においては、検証評
価を行い実災害に活用する。
・災害時要援護者の避難支援について、これまでの取組成果と問題
点等を整理するとともに、市町村を中心とした取組状況について調
査・把握を実施し、ガイドラインの見直しや取組の更なる促進を図
る。
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9 国際防災協力の推進政策

・国連防災世界会議で採択された「兵庫行動枠組」の推進に貢献す
る。
・我が国が自然災害に対して脆弱ではないかとの国際的な見方に
対し、防災分野での我が国の高度・先進的な取組を国際的に紹介
することにより、危機管理や災害対策に対する我が国の信頼を高め
る。
・アジア防災センターを活用した地域防災協力を推進し、アジアの開
発途上国の災害対策の充実を図る。

・「兵庫行動枠組」の実施を支援する総合防災協力戦略を策定する
とともに、日本の防災活動及び防災協力に関する情報の一元化を
図るため、多言語による防災情報クリアリングハウスや防災協力人
材バンク等を包含する防災協力ナリッジ・ベースを構築する。
・同枠組を推進する国連国際防災戦略（ＵＮ／ＩＳＤＲ）の新たな地域
プラットフォームのアジアにおける活動を主導するため、国連防災世
界会議において小泉総理（当時）が表明したアジア防災センターを
通じた地域防災協力の強化を図るとともに、アジア地域防災戦略プ
ロジェクトに取り組む。
・同枠組を具体化するため、復興段階での災害予防を考慮した災害
に強い地域づくりを促進する国際復興支援プラットフォームの活動を
推進するとともに、日韓等の二国間防災協力を推進する。

・アジア防災センターへの講師派遣依頼数、海外からの来訪者数、
アジア防災センターＨＰのヒット件数
・国際復興プラットフォームを通じて行った復興支援アドバイス等件
数
・開発途上国からの我が国の防災分野に関するノウハウ提供の協
力要請件数

204

10 災害復旧・復興に関する施策の推進

　地方公共団体の災害復旧・復興対策を向上させることを目指し
て、「地域防災計画」の内容（災害復旧・復興関連部分）の充実や、
「地域防災計画」等への「復興準備計画」の位置づけ、インターネット
等による情報発信の強化などを推進し、地方公共団体、国民等の災
害復旧・復興対策に関する意識の向上を図る。

　災害復旧・復興対策の実施に積極的に取り組む地方公共団体が
さらに増えるよう、
・大規模地震の想定域内の地方公共団体の復旧・復興対策の重点
的支援。
・先進的地方公共団体の取り組みに関する情報提供。
・災害復旧・復興対策に係るマニュアルや手引書の充実及び普及。
・災害復旧・復興対策に関する研修会の開催。
などの取り組みを行う。

　以下の指標等を参考に復旧・復興対策に係る調査研究結果の有
効性を調査する。
・地域防災計画の充実度
・国民の地震災害に対する関心度
・関連ホームページのアクセス数　等
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成果目標の達成度合いの
事後的な評価方法

施　　　　　策　　　　　名
１9年度予算額
（百万円）

成　　　果　　　目　　　標 成果目標を達成するための手段Ｎｏ．

11 地震対策等の推進

・地震防災戦略に定められた１０年間の目標を達成する
・地震防災対策特別措置法の改正により努めることとされた都道府
県地域防災計画における被害想定・目標設定や当該目標に即した
地震防災緊急事業五箇年計画の作成並びに都道府県及び市町村
によるハザードマップの作成・住民周知を促進する。

　地震対策等を推進するための各種調査の実施、計画の策定等を
行う。
・関係都府県で策定された地域目標を分析し、地域特性を踏まえた
地震防災戦略の改善に向けた検討を行う。
・大規模な津波により甚大な被害が想定される地域において、詳細
な避難シミュレーションを実施し、津波避難ビルの指定の現況と指定
の効果に関する調査を行う。
・標準長周期地震動をモデル構造物に入力し、構造物の揺れを推
計するとともに、構造物の揺れを減衰させる補強対策についていく
つかの事例を計算する。
・正しい家具固定方法を周知させるため、実証実験などを通じて条
件を整理し、国民に周知・注意喚起を行うとともに、地方公共団体に
おいて相談体制を整備する。
・地域住民や自治体における津波避難の意識向上について、アン
ケート等で現状の認識を把握する。
・特徴的な火山を５火山程度ピックアップし、課題を抽出するととも
に、平常時からとるべき火山防災対策について検討する。
・防災情報共有プラットフォームの運用、機能改善、地方への展開を
行う。
・災害時には応急対策活動の拠点や津波避難ビルとして機能し、平
常時は防災教育の普及啓発の場として機能する防災拠点の優良な
事例の建設、外部階段の設置など既存建築物を活用した津波避難
機能を確保するための整備を促す。
・首都地域河川の洪水及び東京湾における高潮を対象として、人的
影響、経済的影響、首都機能継続に対する影響等の被害想定を策
定する。

・地震防災戦略の目標の達成状況について３年ごとに進捗状況の
フォローアップ等を行う。
・都道府県地域防災計画における被害想定・目標設定や当該目標
に即した地震防災緊急事業五箇年計画の作成状況並びに都道府
県及び市町村によるハザードマップの作成状況等の調査を行う。
・防災情報共有プラットフォームに搭載される情報量と情報共有機
関数
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12 政策・方針決定過程への女性の参画の拡大

　「男女共同参画基本計画（第２次）」に明記された「2020年までに、
社会のあらゆる分野において指導的地位に女性が占める割合が
30％程度になるよう期待する。」との目標達成に向けて、政策・方針
決定過程への女性の参画を進める。

・国の審議会等委員への女性の登用及び女性国家公務員の採用・
登用の促進を図る。
・企業・教育・研究機関、その他各種機関・団体等の取組の支援を
行う。
・政策・方針決定過程への女性の参画に関し、様々な分野における
現状や、問題点を調査・分析するとともに、積極的改善措置の推進
を図る。

　平成18年度中に各分野における指導的地位に占める者の範囲を
確定し、19年度以降、定期的にフォーローアップを行う。
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13 女性のチャレンジ支援への取組

　女性のチャレンジ支援関連情報のネットワーク化、ワンストップ化
の実現、取組・実践事例の周知や顕彰等及び再就職・起業等の支
援を行う。

　以下の事業を行う。
・地域におけるチャレンジ・ネットワーク環境整備推進事業
・チャレンジ賞表彰事業
・チャレンジ支援推進事業企画委員会
・女性若年層自立・挑戦対策事業
・男女共同参画による地域活性化事例研究事業
・総合的な女性の再チャレンジ支援事業
・女性のライフプランニング支援に関する調査

　チャレンジ支援推進事業企画委員会等における評価、表彰・事例
収集数及びアンケート調査結果等を利用して評価する。
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14 男女共同参画社会実現に向けた気運の醸成

　広く男女共同参画に関する普及啓発を行い、男女共同参画に関す
る国民の理解や認識を深める。

　男女共同参画週間、男女共同参画に関する功労者表彰、男女共
同参画宣言都市奨励事業、男女共同参画フォーラム、男女共同参
画担当行政ブロック会議等の実施、男女共同参画ヤングリーダー会
議の開催、男女の仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推
進運動等の実施、男女共同参画本部ニュースや広報パンフレット・
各種行政情報資料の配布、各種媒体を活用した政府広報の実施。

　広報誌、啓発ビデオ等の作成実績、男女共同参画週間の取組実
績、男女共同参画社会づくり功労者表彰の実施実績、「男女共同参
画フォーラム」等の開催実績及び参加者に対するアンケート調査結
果、ホームページの内容充実及びアクセス件数、有識者の意見等を
利用して評価する。 116



 

成果目標の達成度合いの
事後的な評価方法

施　　　　　策　　　　　名
１9年度予算額
（百万円）

成　　　果　　　目　　　標 成果目標を達成するための手段Ｎｏ．

15 女性に対するあらゆる暴力の根絶に向けた取組

・女性に対する暴力の被害者を支援する者及び国民一般に対し、女
性に対する暴力に関する情報を提供し、女性に対する暴力及びその
対処に関する理解を深める。
・「女性に対する暴力をなくす運動」を実施するなど、女性に対する
暴力の根絶のための広報啓発活動を実施し、この問題についての
社会的認識を徹底する。
・配偶者暴力防止法の適正かつ円滑な施行に努め、政策に資する
ための調査研究や職務関係者に対する研修を実施する。
・地方公共団体、民間団体との有機的な連携を確立する。

・１１月１２日から２５日までの２週間、シンポジウムの開催等により
「女性に対する暴力をなくす運動」を実施するなどの広報啓発を行
う。
・女性に対する暴力の予防啓発に関する調査研究、配偶者からの
暴力の加害者更生に関する調査研究等を実施する。
・配偶者からの暴力被害者支援セミナーを実施するほか、弁護士や
カウンセラー等のアドバイザーを派遣し、相談担当者等の支援を行
う。

・広報啓発活動の実施実績
・「女性に対する暴力に関するシンポジウム」、相談担当者を対象に
したセミナー等の参加者に対するアンケート調査結果
・調査研究報告書の作成実績
・有識者意見

64

16 国際交流・国際協力の促進

・男女共同参画の形成の促進に資する国際会議等に出席して情報
収集・意見交換を行うとともに、新たな国際規範作りに向けた取組を
積極的に発信する。
・諸外国、国際機関の取組の動向等に関する情報を収集し、国内で
の情報提供、周知を図る。
・女子差別撤廃条約実施状況報告の審議に関する業務を円滑に実
施する。
・我が国の途上国支援に関する必要なフォローアップ及び我が国の
途上国支援におけるジェンダー主流化方策の検討に関する業務を
円滑に実施する。

・セミナー、シンポジウム等の各種会合開催、広報誌、ホームページ
等への情報掲載
・海外有識者等との情報・意見交換
・国際会議出席及び事前準備業務並びに事後報告業務の実施
・英文広報資料の作成・配布
・国際協力機構（JICA）等が実施する途上国の女性支援に関する各
種事業への協力

・国際会議で取りまとめたコミュニケ等の成果物
・出席した国際会議の関連資料
・海外の関係機関との情報・意見交換実施実績
・各種広報媒体への情報掲載実績
・国内での情報提供・周知のための会合の開催実績
・セミナー等の参加者に対する調査結果
・英文広報資料の配布実績
・有識者意見

33

17 沖縄における情報通信関連産業振興への支援

　情報通信関連企業のニーズを分析し施策を再検討するとともに、
企業立地の障害として把握されているインキュベーション施設の不
足に対し、既存建造物を先進的なＩＴ環境を備えたインキュベーション
施設へのリノベーションを図ることにより、効率的・効果的にＩＴ企業
の創業・進出を喚起し、沖縄における情報通信産業の更なる発展、
雇用の創出及び地域経済の再生に資する。

（下記参照） （下記参照）

600

沖縄ＩＴ津梁パーク構想事業調査委託費

　情報通信関連産業は、他の産業に比べて立地場所を選ばず、か
つ、高い成長が見込まれることから、沖縄の自立型経済の構築に
とって重要であり、情報通信関連産業の立地及び育成を図るための
取組を促進する。

　情報通信産業を沖縄における自立型経済の柱として育成していく
ためには、産業構造の大胆な高度化に取り組む必要があり、民間主
導での高度情報通信産業の集積拠点づくりの可能性について検討
を行う。

　以下の指標等を利用して評価する。
　・誘致企業数
　・新規雇用者数

30

地域活性化型先導的情報通信産業モデル実証事業

　沖縄の地域特性を活かしつつ、地域における情報通信産業の新し
いモデルとなる先導的な実証事業を行う。

　沖縄の地域特性を活かしつつ、地域における情報通信産業の新し
いモデルとなる先導的な調査・実証事業を行う。

　以下の指標等を利用して評価する。
　・誘致企業数
　・新規雇用者数 570

18 沖縄の離島の活性化

　厳しい環境にある沖縄の離島の活性化を図るため、島の基礎的な
基盤の充実、島の歴史や特色を活かした特産品や観光の振興な
ど、それぞれの島の持つ魅力が最大限活きるような取組を促進する

（下記参照） （下記参照）

101

離島活性化人材育成・専門家派遣事業

　離島活性化に資する人材の充実 　沖縄の離島において地域活性化に必要なノウハウを有する専門
家の派遣に対する支援。

　専門家派遣を行った案件中事業化等に至った件数等を利用して
評価する。

23

離島地域資源活用・産業育成モデル事業

　地域資源を活用した観光や特産品の開発等による離島の活性化 　島の活性化の方向性等に関する調査検討､各島のアイディア等の
具体化に対する支援 等

　採択し試作品開発等を行った案件中、新商品の完成等に至った件
数。また、それらに対する外部からの引き合い（問い合わせ）件数、
販売実績等を利用して評価する。 67



 

成果目標の達成度合いの
事後的な評価方法

施　　　　　策　　　　　名
１9年度予算額
（百万円）

成　　　果　　　目　　　標 成果目標を達成するための手段Ｎｏ．

離島観光振興地域等整備事業

　観光振興による離島地域の活性化 　観光地としての質、魅力の向上を図るため、観光客の利便性・快
適性に資する観光案内標識等の整備に対する支援

　観光客数の動向、整備施設の利用件数等を利用して評価する。

11

19 沖縄の戦後処理対策 534

沖縄不発弾等対策事業

　第二次世界大戦で激しい地上戦が行われた沖縄県には、多くの不
発弾等が埋没しており、死傷者を伴う爆発事故も発生していることに
かんがみ、不発弾等の計画的探査発掘等による不発弾等の処理及
び爆発事故の再発防止を図る。

　不発弾等の計画的探査発掘処理及び探査・発掘された不発弾が
最終処分されるまでの間保管庫で保安管理を行う。

　不発弾等の探査発掘処理の実施状況等を把握して評価する。

444

対馬丸遭難学童遺族給付

　対馬丸遭難学童の遺族に対し、国として弔意を表す措置として特
別支出金を支給する。

　対馬丸遭難学童の遺族に対し、適正かつ円滑に特別支出金を支
給する。

　本施策の性格にかんがみ、達成効果等の評価には馴染まない。

54

対馬丸平和祈念事業

　遺族や生存者の高齢化が進む中、沖縄戦の悲劇の象徴である対
馬丸事件を後世代に伝え、遭難学童への哀悼と平和を祈念するた
めの語り部事業及び特別展示を実施し、それぞれ90％以上の満足
度を得る。

　対馬丸平和祈念事業の適正かつ円滑な実施のための支援を行
う。
（事業内容）
　・対馬丸記念館内外での語り部実施
　・特別展の開催（年２回）

　以下の点について把握し評価する。
①生存者による語り伝えの実施状況
②対馬丸等の関連資料を収集・展示する特別展の実施状況
③語り部事業・特別展示の満足度のアンケート調査の実施 5

沖縄戦関係資料閲覧室事業

　先の大戦において、わが国唯一の地上戦が行われ多数の尊い命
が失われた沖縄戦に関して、国等が保有している公文書等の資料
を収集し、歴史的な資料として整理、公開を行い、沖縄戦について
一般の理解に資する。沖縄戦に関して、一般の理解に資するため、
沖縄戦関係資料閲覧室のホームページ利用者数を平成17年度実
績（約6万2千件）以上とし、出来る限り多くの沖縄戦関係資料閲覧
室への来室を図る等、沖縄戦関係資料閲覧の効果的な実施を図
る。

　沖縄戦関係資料閲覧室事業の適正かつ円滑な実施
（事業内容）
　沖縄戦関係資料閲覧室の開設及びホームページによる資料公開

　沖縄戦関係資料閲覧室来室者数及びホームページ利用者数、
ホームページ上の特集の実施状況等により評価する。

18

位置境界明確化事業

　沖縄県の位置境界不明地域について、法律に基づき土地の位置
及び境界を明確にする。

　法に基づき、各筆の土地の位置境界の明確化を行い、登記に反
映する。

　認証面積（国土調査に準ずる指定を受けた土地の面積）等により
評価する。

13

20 沖縄の特殊事情に伴う特別対策 118

亜熱帯特性研究推進事業

　沖縄県における亜熱帯特性を活用した科学技術研究（亜熱帯研
究）の向上を図る。

　研究プロジェクトの可能性調査を実施する。 　以下の点について把握し評価する。
・　当該研究に関する報告書の作成状況
・　当該研究に関する報告書の公表状況
・　調査研究会の開催状況 17

沖縄体験滞在交流促進事業

　地域の活性化を図るため、沖縄の特性を活かした滞在型・参加型
観光を促進する。

　体験滞在プログラムの作成やインストラクターの養成等のソフト事
業及び体験滞在プログラムの実施に必要な施設の整備を実施す
る。

　入域観光客数、人口などの指標等を利用して評価する（ただし、景
気、天候、国際情勢、他の観光振興施策、交通手段の状況など他
の多くの要因の影響や本事業の効果が発現するために要する期間
などを考慮する必要がある） 54

ハブ対策に必要な経費

　保健医療の充実による健康福祉社会の実現と安全・安心な生活
の確保のため、ハブ咬傷被害の減少を図る。

　沖縄県民のハブ対策として、県が行う抗毒素及びハブの自動低密
度化手法の開発研究をすることにより成果目標を達成

　抗毒素の開発状況及びハブ咬傷数、ハブ捕獲数等の推移を利用
して評価する。

47



 

成果目標の達成度合いの
事後的な評価方法

施　　　　　策　　　　　名
１9年度予算額
（百万円）

成　　　果　　　目　　　標 成果目標を達成するための手段Ｎｏ．

21 北方領土問題の解決の促進

　北方領土問題の解決の促進 ・北方領土問題その他北方地域に関する諸問題についての国民世
論の啓発
・北方四島交流事業等の充実・改善、適切な実施
・北方領土返還運動促進のための在るべき啓発事業の検討等
・北方地域に生活の本拠を有していた者に対する援護措置
・元島民後継者対策の充実・強化
・次世代に配慮した広報・啓発事業等の実施による効果的な返還要
求運動の促進

・北方領土返還要求運動を支える署名数の増
・北方領土返還全国大会等各地で開催される返還要求運動におけ
る参加者数の増
・各都道府県教育者会議や教育者会議全国会議における北方領土
問題教育方法等の深化とその成果を基とする各都道府県での北方
領土教育の展開　等 948

22 青少年健全育成に関する普及・啓発

　「青少年育成施策大綱」（平成15年12月:青少年育成推進本部決
定）において定められている「各界各層の幅広い参加を得つつ、時
代の要請にこたえた青少年の健全な育成のための国民運動が展開
されるよう支援する」こと及び「青少年を取り巻く有害環境への対応」
を推進する必要性から、青少年の健全育成及び非行防止のための
国民運動等を一層強力に展開する諸施策を実施し、青少年育成関
係者等の事業の参加者や関係市町村の担当者等の満足度を75%
（4人のうち3人が肯定）以上とする。

　アンケート調査の結果等を踏まえ，各種事業の内容の充実等を図
る。
　また、有識者等から事業の成果と今後の課題について報告を受
け、諸施策の実施に反映。

　各種事業の参加者等に対する事業の有効性等についてのアン
ケート調査

305

23 青年国際交流の推進

　事業ごとの特色を生かすこと等を通じ、青年国際交流事業参加青
年アンケート調査において、事業参加が青年本人の将来に役立った
と思う者の割合が67％以上になること

　各事業について、アンケート調査結果等を踏まえ、時代の変化に
即応した事業の不断の見直しを行う。また、各省と国際交流の推進
について密接な連絡、情報交換、協議等を行いつつ、これまで構築
した人的ネットワークを有効活用し、事業を実施する。その際、事業
ごとの特色をより生かしたものにし、また、企業や団体の協力を得
て、青年の多様な需要に応えるものとする。

　青年国際交流事業参加青年アンケート調査等を把握し評価する。

1,657

24
食品健康影響評価に関するリスクコミュニケーション
の推進

　具体的な成果目標等について、現在検討中である。 （「成果目標」参照。） （「成果目標」参照。）

119

25 栄典制度の適切な運用

　適切な審査を行うとともに、推薦要綱（平成１５年閣議報告）等に定
められた総数の発令に努める。
・春秋叙勲　春秋の発令ごとに概ね4,000名
・危険業務従事者叙勲　毎回の発令ごとに概ね3,600名
・春秋褒章　春秋の発令ごとに概ね  800名

　春秋叙勲は、各界各層から幅広く候補者を発掘し、民間分野の受
章者の増加に努めるとともに、民間分野のうち特に中堅企業、中小
企業の功労者の発掘、女性功労者の発掘、一般推薦制度の適切な
運用を図る。

・春秋叙勲の発令数
・危険業務従事者叙勲の発令数
・春秋褒章の発令数

2,941

26 国民生活に関する調査分析

　国民生活についての多面的な動向把握・調査分析を分かりやすい
形でまとめ、閣議はじめ様々な政府内の場で報告し、適切な国民生
活関連諸施策の形成に資する。
　また、国民生活面における新たな重点課題について理論的検討と
実証分析からなる包括的な研究を実施することにより、それら課題
に対処するための効果的な政策立案を促す。

　国民生活選好度調査、国民生活モニター調査などにより、国民生
活について多面的に動向を把握し、また、国民生活白書などにおい
て国民生活上の重要事項についての詳細な分析を行い、閣議はじ
め様々な場で報告することを通じて政策立案に資する。
　国民生活面における新たな不均衡を克服し、経済成長と安全・安
心の社会を両立させるための重点課題について、理論的検討と実
証分析による総合的な分析を行い、幅広く公表することにより、それ
ら課題に対処するための諸施策の検討に反映させる。

　関連諸施策の立案状況、国民生活政策や国民生活面における新
たな重要課題についての意識調査等を利用して評価する。

100

27 消費者行政の推進

　消費者利益の擁護・増進に取り組むことを通じ、消費者基本法の
基本理念の具体化を図る。

　消費者基本計画の具体的施策に盛り込まれた事項について、明
記された実施時期までの達成を図ることが１つの手段として考えら
れる。

　消費者基本計画の検証・評価・監視が１つの評価方法として考え
られる。なお、消費者基本計画の検証・評価・監視は、毎年、消費者
政策会議（会長：総理大臣、委員：全閣僚及び公取委委員長）にお
いて行われる。また、消費者政策会議が、検証・評価・監視を行うに
当たっては、国民生活審議会の意見を聴くこととされている。

239



 

成果目標の達成度合いの
事後的な評価方法

施　　　　　策　　　　　名
１9年度予算額
（百万円）

成　　　果　　　目　　　標 成果目標を達成するための手段Ｎｏ．

28 公益通報者保護に関する施策の推進

　通報を受け付ける事業者、通報の主体となる労働者等の公益通
報者保護制度に関する認知度及び意識等の向上

　広報資料の作成・送付、関係者別説明会、シンポジウムなどの普
及啓発活動、行政機関職員の研修・意見交換会や調査研究など実
施。また、公益通報者保護制度に関する総合相談窓口である「公益
通報者保護制度相談ダイヤル」の適切な運営を行う。

　アンケート調査等により、公益通報者保護に関する通報を受け付
ける事業者、通報の主体となる労働者の制度に対する認知度や意
識等の変化を把握し評価する。

78

29 市民活動の促進

・特定非営利活動促進法に基づく認証・不認証を４ヶ月で行う。
・ホームページのＮＰＯに関する情報について、追加・更新情報があ
れば速やかに更新する。
・NPOホームページへのアクセス件数を17年度並みとする。

・特定非営利活動法人の設立等の認証申請に対し、原則４ヶ月以内
の認証・不認証の決定など、特定非営利活動促進法の規定に則し
た施行を着実に行う。その際には、認証業務における申請書類等の
形式的なチェックや監督業務における事業報告書の提出状況の管
理等については、部外協力者にアウトソーシングする。
・市民活動団体等支援総合事業に関し、市民参加や様々な主体と
の協働による市民活動を促進することを目的として、先駆的なモデ
ル事業の実施により効果的な活動促進策を分析し、全国規模で情
報発信を行う。
・内閣府所轄法人の事業報告書等に関する電子縦覧・閲覧システム
やＮＰＯに関する情報を一元的に入手可能とする「ＮＰＯ情報ポータ
ルサイト」の管理・運営を継続する。

　以下の指標等を利用して評価する。
・特定非営利活動促進法に基づく申請件数と４ヶ月以内に決定した
認証・不認証の件数
・ＮＰＯに関する追加・更新情報があった場合の当該ホームページの
更新状況
・ＮＰＯホームページのアクセス数

301

30 省資源・省エネルギー型生活の推進

　国民の日常生活における省資源・省エネルギーに対する意識等の
向上

　省資源・省エネルギー国民運動地方推進会議（都道府県毎に設
置、構成団体計 3,726団体）等と連携した省資源・省エネルギーに係
る普及啓発活動、環境にやさしい買い物の実践を消費者に促す
キャンペーン、民間団体の先駆的な省資源・省エネルギー実践活動
等の支援等を実施

　アンケート調査等により、省資源・省エネルギーに対する国民の意
識等の経年変化を把握し評価する。

26

31 個人情報保護に関する施策の推進

　事業者及び国民に対して、法制度の周知を徹底する。 　事業者及び国民に十分な情報提供が行われるよう、インターネット
の活用、ポスターの掲示、パンフレットの配布、説明会の実施等多
様な媒体を用いて、広報・啓発に取り組む。また、各種連絡会議の
開催、法の施行状況の取りまとめ、調査研究等を行う。

　アンケート調査を実施し、その結果を把握すること等により評価す
る。

96

32 政府広報の実施

　政府の重要施策についての国民及び諸外国の理解の促進と協力
の確保

　国民の理解と協力を確保するため、分かりやすい内容の構成、適
切な広報媒体の選定、時期に合ったテーマの選定及び各府省広報
と政府広報の適切な役割分担と連携の確保といった点に留意した、
より効率的かつ効果的な政府広報の実施。特に、「平成１８年度政
府広報・広聴基本計画」においては、直接発信する広報手段を活用
した広報、国民との対話を重視した広報、広聴活動との連携を図る
といったことにも留意することとされている。

　国政モニターアンケート、各種広報効果測定及び学識経験を有す
る者の知見等

9,250

33 世論の調査

　世論調査・国政モニターの実施により政府施策の企画立案等に資
すること

　国民や社会のニーズを的確に把握するため、テーマの選定、公
正・中立な調査票の作成、調査の正確性の維持・向上、新しい調査
技術の研究などに留意した、より効果的かつ効率的な世論の調査
の実施

　各府省からの要望実績、結果利活用の実績・予定や学識経験を
有する者の知見等を利用して評価する

179

34 国民との対話

　内閣と国民との対話を促進するため、新たな国民との対話の場を
設ける。

検討中 検討中

89

35 少子化社会に関する啓発

　子どもが健康に育つ社会、子どもを生み、育てることに喜びを感じ
ることができる社会へ転換する。

　本施策の実施に当たっては、民間有識者、関係ＮＰＯ、民間調査
会社、民間シンクタンク等、各々の専門性や官民の役割分担を考慮
しながら、効率的に事業を進めることとしている。
  また、フォーラムやシンポジウムなどの活用を図る。

　以下の事柄等を把握し、評価を行う。
①広報啓発活動の実施実績
②シンポジウム等の参加者に対するアンケート調査を実施
③取組事例集を作成
④ホームページのアクセス件数

155



 

成果目標の達成度合いの
事後的な評価方法

施　　　　　策　　　　　名
１9年度予算額
（百万円）

成　　　果　　　目　　　標 成果目標を達成するための手段Ｎｏ．

36 高齢社会に関する啓発

　高齢者の社会参加を促進するとともに高齢者のそのような活動に
対する国民の理解を深めること。

　地方自治体やNPO等との連携を図るとともに、必要に応じ学識経
験者らの知見を活用する。また幅広い年代から多数の参加者を得
るため、ホームページ等を通じ事業の趣旨・内容について周知を図
る。

　各事業への参加者等に対し、事業の必要性や有効性を問うアン
ケート調査を実施し、評価する。

18

37 障害者理解の普及・啓発

　障害者基本法による障害者基本計画に基づき、障害の有無にか
かわらず、国民誰もが相互に人格と個性を尊重し支え合う共生社会
の実現を図る。
　「重点施策実施５か年計画」（平成14年12月24日障害者施策推進
本部決定）に基づき、以下を目標とする。
○「共生社会」の用語、考え方の周知度を成人国民の50％以上とす
る。
（達成年次：平成24年度）

　「障害者基本計画」及び当該計画の具体的な目標やその達成期
間を定めた「重点施策実施５か年計画」に基づいた障害者施策の着
実な実施が図られるよう、内閣総理大臣を本部長とする障害者施策
推進本部を中心として、関係行政機関の密接な連携の下に、政府
一体となって取組を進める。

　「障害者の社会参加に関する特別世論調査」

64

・交通事故死者数を平成24年末までの10年間で5千人以下とし、世
界一安全な道路交通の実現を目指す。

・第８次交通安全基本計画に基づく交通事故防止対策の推進
・平成15年に取りまとめた総合的な高齢者交通安全対策の推進

　以下の指標を利用して評価する
・年間の交通事故死者数

・国民一人一人に交通安全知識の普及を図り、交通ルールの遵守
と正しい交通マナーの実践を習慣づけ、交通事故防止の徹底を図
る。

・全国交通安全運動に合わせて、中央大会、交通安全フェアの実
施。年間を通じて、子ども、親、高齢者の三世代を対象とした世代間
交流事業、高齢者等世帯訪問事業、交通指導員等による街頭活動
等への支援・啓発の実施。これらの実施に際し、ポスター掲示、チラ
シ配布及びホームページ掲載等の広報を実施。地方自治体や民間
団体との連携・協力の上で推進。

　以下の指標を利用して評価する
・各行事等参加者数
・各行事等参加者へのアンケート調査

39 原子力安全対策

　原子力施設の安全確保や原子力災害対策等に必要な技術的知
見・経験を獲得・蓄積し、我が国の安全規制体制のもとで、安全確
保に万全を期す。また、より実効性のある原子力防災体制を構築す
るとともに、国民との双方向の意思疎通を通じて、原子力安全に関
する国民との対話の促進を図る。

・専門部会の開催等を通じ、新たな技術的知見・経験を獲得
・安全確保に関する知的基盤を踏まえ、安全基準・指針類を整備
・規制調査の実施
・原子力防災対応に係る通報訓練等の実施及び国や地方公共団体
が主催する原子力防災訓練への参加
・国民との直接対話の場として開催している原子力安全シンポジウ
ム等の実施

　以下の状況等を把握することで評価する。
・安全規制等に的確に反映すべき知見の獲得状況
・安全基準・指針類の整備状況
・規制調査の実施状況
・原子力防災対応に係る各種訓練の参加・実施状況
・国民との直接対話の場の活用状況
・広報活動の実施状況

979

40 国際平和協力業務等の推進

　国際連合による国際平和と安定のための努力に協力し、なし得る
最大限の人的及び物的な貢献を積極的に果たしていくため、国際平
和協力業務の的確な実施を図る。

・司令部要員により、司令部業務分野における国際平和協力業務を
実施
・自衛隊の部隊等により、輸送等の後方支援分野における国際平和
協力業務を実施
・国際連合、国際機関等に対する協力を円滑かつ効果的に行うため
の連絡調整の分野における国際平和協力業務の実施
・迅速な物資協力への対応のための備蓄物資制度の実施

　活動実績（後方支援業務、司令部業務、連絡調整業務、物資協力
等）に対する国内、国際社会からの評価を判断基準とし、日本から
国際平和協力業務に対して積極的に貢献・協力しているか評価す
る。

507

41 社会連帯等の国民運動

　安心して暮らせる豊かで住みよい社会の実現を目指し、様々な国
民的課題の解決に資するための国民運動の推進を図る。

(1)地域で活動する集団への支援
 ①　地域活動に関する全国大会の開催
 ②　地域活動を推進するリーダーの養成
 ③　地域活動に関する都道府県大会の開催
 ④　地域で活動する集団に関する調査
 ⑤　各地の活動集団への情報提供
(2)各種国民運動の推進
 ①　あしたのまち・くらしづくり表彰の実施
 ②　重点課題別活動モデル集団の育成
 ③　重点課題別研究集会の開催
 ④　地球環境と資源エネルギーを大切にする国民運動全国集会の
開催
 ⑤　地球環境ブロックフォーラムの開催
 ⑥　小さな親切運動全国フォーラムの開催

　以下の指標等を利用して評価する。
(1)　行事参加者へのアンケート調査
(2)　運動ネットワークホームページへのアクセス数
(3)　地球環境問題に対する国民意識の推移の数値
(4)　各地での活動人員及び地域的な広がりの状況

81

38 交通安全思想の普及・啓発 196



 

成果目標の達成度合いの
事後的な評価方法

施　　　　　策　　　　　名
１9年度予算額
（百万円）

成　　　果　　　目　　　標 成果目標を達成するための手段Ｎｏ．

42 遺棄化学兵器の廃棄処理事業

　中国各地における発掘回収事業について、予定期間内に対象地
点における全ての化学砲弾等を安全かつ確実に発掘・回収すること
を目指し、それらの鑑定及び梱包を行い、それらを保管庫に収納す
る。もって、周辺住民の生活上の不安を解消する。

　要員派遣の一層の迅速化を図るとともに、中国側とのより一層の
緊密な協力体制を築く。また、事業の安全管理を今後も怠り無く行
う。

　中国各地における発掘回収事業は、埋設地点によって状況は
様々であるので、現地の環境や埋設砲弾等の状況等を総合的に判
断して、安全かつ可能な限り早期に事業を完了できたかどうかを評
価する。 2,482

(注)　１．本表の対象施策は、政策評価法上の施策として実績評価方式を採用するもののうち、平成19年度予算（案）において措置された施策である。

　　　 ２．内閣の重要政策に関する内閣の事務を助けるために行う、行政各部の施策の統一を図るために必要となる企画、立案、総合調整に関する事務は、政策評価法において政策評価の対象とされていないことから除外している。


